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商業資本の排除の原理
加 藤 義 忠
(-） 
(1) 
前稿では，独占資本主義いわゆる資本主義の独占段階において商業資本の
存立の根拠がどのように変様するかについて，独占の形成およぴ確立それを
基礎とする独占利潤法則との関連において分析した。そして，その最後で独
占利潤法則の貫徹という客観的条件が，自立した大規模な商業資本およぴそ
れを基礎として相互間の売買競争に媒介されて成立する独占的商業資本の存
立の条件にもなり，逆にまた，自立した商業資本の排除の条件，これを独占
的産業資本の立場からみれば自立した商業資本の排除の根拠にもなることを
指摘した。
さて，本稿の目的は，そこで指摘するにとどめられた問題のうち商業資本
の排除について，一般理論的・基礎理論的に分析することである。なお，残
された問題は続稿にて追求することにしたい。
（二）
前稿でみたように独占資本主義いわゆる独占段階においては，商品資本お
よびその運動のからみあいとしての商品流通がなお存在し，一般的には商業
(1) 拙稿「独占資本主義と商業資本の存立根拠」関西大学「商学論集」第20巻第3
• 4 • 5号。
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資本の存立・自立・独立が可能であるとしても，その存立の条件はそれ以前
の産業資本主義いわゆる自由競争段階のそれと異なっている。そして，これ
は独占利潤法則の貫徹に基づいている。このいわゆる独占段階においては，
商業資本の存立条件の変化によって，商品流通の媒介・遂行の基本形態はい
わゆる自由競争段階と比べていったいどのような修正・変化をこうむるので
あろうか。以下，この課題を一般理論的なかたちで考察してみよう。
まず，独占的産業資本の商品価値の実現から考えてみよう。いうまでもな
く独占的産業資本全体にとって，独占的産業資本が自ら商品販売にあたるよ
りも，独占的産業資本の大規模生産にふさわしい規模をもつ大規模商業資本
を自立させ，それを社会的，集中的に媒介させるほうが，流通時間およびこ
の流通時間の存在によって基本的に規定される純粋流通費用の節減にとって
よりいっそう有効であろう。 「産業資本にとって大規模に集中した商業資本
との分業関係をも断ち切ってしまわなければならないという積極的根拠はな
い。少なくとも理論的には，たとえば産業資本が如何に大規模となろうと
も，商業資本の大量購買や大量販売に応じうる限りでは， 「商業資本自立化
(2) 
の利益』は抹殺されない筈であろう」。 これはすでに前稿でみたとおりで
ある。一般的にいえば，全社会的に独占形成の初期およびとくに独占確立期
またはその後であっても独占の支配力の弱いかあるいは相対的に独占形成の
おくれた産業部門では，このような大規模商業資本の共同利用が支配的形態
である。ちなみに，あとで考察するが，部分的・局部的には，独占碓立期ま
たはその後の独占の支配力の強い産業部門でも，この利用が行なわれてい
る。このように大規模商業資本の共同利用が支配的な理由は，第一に，独占
形成期では資本の主たる関心は生産過程における生産力、・管理力の確立，強
化にあり，それ故，いわゆる自由競争段階の商業資本内部の競争に媒介され
て大規模化した既存の商業資本を利用するほうがてっとりばやく，したがっ
て，自己の販売組織をつくるよりも費用節約的，安上りであり，第二に，自
(2) 風呂勉「第四章独占段階の資本主義商業とその理論（一）」森下二次也編「商
業経済論体系」文人書房， 205ページ。
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立した商業資本として独占的産業資本全体の販売を社会的，集中的に媒介・
代位することにより，流通時間および純粋流通費用の節約をおこない，その
ことを通して独占全休に分配される剰余価値総量の控除分を減少させ，第三
に，独占的産業資本にとってこの層の商業資本は大規模性の故に，独占利潤
取得のために一定の協調的行動をとりやすいことにある。このような 3つの
理由により，大規模商業資本の存立は全社会的に独占形成の初期段階または
独占の確立段階およびそれ以後でも独占の支配の弱いかあるいは相対的に独
占形成のおくれた産業部門において一般的・支配的である。しかし，自立し
た商業資本であるかぎり，この商業資本は元来個々の独占的産業資本ではな
く，独占的産業資本全体に寄与する性格をもっている。したがって，たとえ
大規模商業資本が独占利潤取得に一定協力するといっても，それは独占的産
業資本全体の利潤総量を増大するにとどまる。そして，もちろんこの利潤総
量は独占的平均利潤として個々の独占的産業資本に平等に分配されるが，こ
こでは，独占的産業資本全体の利潤を拡大することを通して個々の利潤拡大
がもたらされるのである。一般的に，全社会的な独占形成期ではこのような
状態で満足せざるをえなかったが，独占確立期以降はそうはいかない客観的
事情が生じたし，また個別独占的産業資本の利潤を優先させうる条件も整備
されてきた。つまり，個々の独占的産業資本相互間に生産と消費の矛盾いわ
ゆる市場問題の激化を背景として，個別的独占利潤の確保をめぐって激しい
市場争奪競争がくりひろげられ，その結果，自立した大規模商業資本に商品
販売を社会的に集中代位させるほうが独占的産業資本全体にとり有利である
にもかかわらず，これを利用せず，個別独占的産業資本が形式的にはともか
く実質的には直接無媒介に商品流通を担当するようになる。すなわち， 「消
(3) 
費手段産業の生産者ちたが，彼らの生産物の販売を自らで処理する」ように
(3) Hilferding, R., Das Finanzkapital, Eine Studie Uber die jungste Entwic 
klung des Kapitalismus, Dietz Verlag Berlin 1955, S. 307.，岡崎次郎訳「金
融資本論」（中）岩波文庫， 60ページ。（以下，原書と訳本はこれをもちいる。な
ぉ，訳本の訳とは必ずしも一致しない）。
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なるのである。これが商業資本の排除の意味内容である。
商業資本の排除の決定的理由・根拠は，独占利潤法則との関連において，
つまり，流通過程におけるその法則の具体的貫徹形態として把握されなけれ
ばならない。この点の理解は重要である。もし，自立した商業資本に商品流
通を担当させたばあい，商業資本はその本性からある特定の独占的産業資本
だけの商品販売を代理するのではなく，独占的産業資本全体の商品流通を媒
介する。それだけにとどまらない。独占的産業資本全体と大規模商業資本全
体の間に設定された独占価格の維持にかんしてなんらかの協定が成立してい
るばあいは別にして，一般的には自立した商業資本は独占的産業資本の指定
する価格どおりには販売しない。これが自立した商業資本の本性にもとづく
行動である。ところが，これが個々の独占的産業資本の個別利潤追求と矛盾
するのである。そこで，激烈な独占間競争のなかにある個別独占的産業資本
は，生産の独占を基礎に独占間協調によって設定された独占価格を市場で維
持しながら，自己の生産した商品量全てを排他的・差別的に価値実硯し，そ
のことによって独占利潤を可能な限り大量に入手するために，自立した商業
資本の存在を形式的にはともかく実質的には否定し，独占的産業資本自らが
直接的に商品販売にのりだし，自己の商品資本の姿態変換・価値実現機能を
自ら遂行するにいたる。つまり，第一に， 「現実の市場支配は，諸商品が一
つの中心箇所から売られるとき，初めて可能となる……·…••。しかし，この
中心箇所は，その産業部門における生産を規制しうるためには，その時々の
販路の大きさを判断できなければならない。しかもまた，消費の大きさは常
に価格の高さに依存している。したがって，価格設定は，最終段階まで独占
的結合によってなされなければならず，これから独立した要因にまかされて
はならない。しかし，この要因はまず第一に商人である。市況の利用およぴ
カルテルの主要利益は，価格設定をも包含する特殊な商業操作が商人にまか
されるならば， その一大部分を商人に与えることになろう。……したがっ
(4) 
て， 独占的結合は商業の自立性を否定する傾向を追求するのである」。第二
に， 「独占価格のもとでの市場の維持拡張も商人依存によっては確保され難
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(5) 
ぃ」。 けだし，自立した商業資本はその本性からして個々の独占的産業資本
のためにのみ貢献するのでないからである。以上まとめていえば，商業資本
の排除の理由・根拠は， 「独占資本の市場支配・競争企業克服による独占利
潤獲得への要請が，商業資本の『存立条件』と相矛盾するにいたるという事
(6) 
象に求めることが出来」よう。
ところで，ハインリックスたちは，自立した商業資本の排除の理由・根拠
についてつぎのように述べられている。 「産業における独占にとっては，商
品資本の商業資本への自立化は利益にならず，それは最大利澗の確保にとっ
て邪廊なものとして対立している。商業利潤は最大利潤のなかに包摂される
が，それは商品取扱資本が自立化すれば産業独占家の手中から消滅してしま
(7) 
う」。 ここに引用したハイリックスたちの主張によれば，商業資本の排除の
(4) Ebenda, SS. 311~2.，同上訳， 66~7ページ。
(5) 森下二次也「現代商業経済論」有斐閣， 298ページ。
(6) 風呂勉，前掲論文， 206ページ。
(7) Heinrichs, W., Seidel, H. and Bertullis, L., Der monopolistische Handel, 
Ein Instrument zur Sicherung maximaler Profite, Verlag die Wirtschaft 
Berlin 1956, S. 41.，森下二次也監修， 鈴木武訳「硯代商業構造論」創言社， 47
ページ。（なお，訳本の訳とは必ずしも一致しない）。
なお，山本朗，柏尾昌哉，白髭武，橋本勲の諸氏も，ヒ 1レファディングとほぼ
同様の主張をされている。山本氏いわく。「工業部門における諸独占の形成，農
業部面における協同組合の組織は，自立的商業資本の一部を産業資本あるいは独
占資本の生産物販売代理人，手数料商人の地位に従属化せしめ，生産者直売，価
格統制，および都市消費者の消費組合結成などは，中間商人を統制，排除し，生
産過程および消費過程の両側面から，商業資本の機能領域を狭撃し，商業利潤の
奪取を企図する」（大阪市立大学「経済学雑誌」第23巻 3• 4号， 134ページ）。
柏尾氏いわく。「商人排除によって， すでに副次的地位に転落した商業利潤を
自己の側へ吸収しようとする」（「配給問題」法律文化社， 97~8ページ）。
白髭氏は商業資本の排除によって独占資本にもたらされる利益としてつぎの
ものをあげられている。「それには，商業利潤分与の節約，流通時間の節約， 流
通過程の統制などがあるが，もちろん，このなかで，もっとも重要な利益は，流
通過程の統制利益であろう」（「現代商業学」白桃書房，)75ページ）。氏の主張に
ついて一言コメントするならば，商業資本の排除の利益としてあげられるべきも
28 (28) 商業資本の排除の原理（加藤）
理由として商業利潤の奪取に力点がおかれているようである。だが，すでに
みたように，一般的には商業資本の自立化の効果•利益がなお期待できると
すれば，商業資本の排除の決定的理由は，ただたんに商業利潤の奪取にある
のではなく，独占価格による独占利潤の取得にある。かれらのいうように独
占的産業資本が自ら商品価値の実現にのりだすことにたいして売買利潤—
商業利潤はこの特殊形態である一ーが分与されることはたしかである。だが
他面，後述のごとく商業資本の排除によってかえって流通時間および純粋流
通費用は増加するが，これを他者に転嫁しえないとすれば利潤率の低下はさ
けられない。つまり，商業利潤の奪取が可能であるとしても，その結果かえ
って利潤率は低下するのである。もし，これとは逆にこの増加した純粋流通
のは氏も重要視されている流通過程の統制による独占利潤の入手である。だか
ら，これこそが商業資本の排除の根拠となるぺきものである。ついでに言ってお
けば，氏のあげられている商業利潤分与の節約と流通時間の節約についてである
が，独占的産業資本が自ら売買を遂行すれば，これにたいしても一定の売買利潤
が分与され，その分だけ商業資本に商業利潤として分与されるものが減少するの
はけだし当然であるようにもおもわれる。だが，このことは商業資本の排除のた
んなる反射であって，社会的にみて商業利潤の節約，おなじことだが流通時間の
節約を意味するものではない。あとの本論で述べるように，商業資本の排除はむ
しろ社会的な流通時間および純粋流通費用の増大を引き起こすのである。 これ
とは逆に，もし商業資本の排除が社会的な流通時間および純粋流通費用を減少さ
せるものとすれば．これはいわゆる独占段階にはいれば商業資本はその存立によ
るいわゆる自立化の効果を生みだす一般的可能性すら存在しないということを
前提してはじめて成立することがらである。だが，現実には商業資本の存立の一
般的可能性・要求があり，氏自身も「独占段階における排除は，……いわば自然
発生的なものではなく， 独占的大産業資本によって強行されるものなのである」
（同上）といわれ，実質的にはこれを承謁されている。
最後に，橋本氏もつぎのようにいわれている。「中間商人を排除することによ
って中間経費を節約し， 流通マージンを収奪できる」（「現代商業学」ミネルヴ
ァ書房， 136ページ）。
ちなみに，森下氏はハインリックスたちの主張を直接の対象にしているのでは
ないが，商業利潤の奪取を商業資本の排除の根拠とする主張にたいして一般的な
かたちで批判されている。（前掲書， 29~6 ページ）。 • ，
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費用を他者に転嫁でき，その結果利潤率は不変であるとすれば，このばあい
は社会的に必要な範囲内にあって自立化の効果の期待できる商業資本の介在
を許したばあいと同じことであろう。なぜならば，独占的産業資本が自ら商
品販売のために一定の追加資本を投下したのだから，これにたいして一定の
利潤が分与され，その結果この分だけ利潤量が増加したとしてもこれはけだ
し当然のことだからである。だから，商業資本の排除の理由は，商業利潤の
奪取にではなく， この部分をこえた超過的な独占利潤の取得にある。 しか
も，商業資本の排除によって社会的に流通時間および純粋流通費用がたとえ
ふえるとしても，後述のごとく独占価格を介して他者に転嫁しうることが，
独占の力そのものを基礎として体制的に可能となっている。
つぎに，この点に関する荒川祐吉氏の主張を検討することにしよう。氏い
わく。 「それでは何故資本主義の独占段階においてはこのような独立商業資
本の排除，数の減少と独立性の剥奪が硯われるに至るのであろうか。その根
拠をわれわれは二つの側面に求めなければならない。即ち第ーは再生産過程
一般の統一性と諸構成要素間の相互依存関係自体であり，第二は資本主業経
(8) 
済秩序の特異性，その根本的矛盾の存在である」。
みられるように荒川氏は商業資本の排除の理由を 2つの側面から示されて
いる。第一の側面から検討しよう。もちろん，自立した商業資本による流通
時間および純粋流通費用の節減効果が独占の形成そのものによって制限され
ることは否定できないが，しかし，それが制限されるとしても商品流通がな
お存在するかぎりすべてなくなってしまうわけではない。したがって，これ
は商業資本の存立領域の制限の理由にはなりえても，自立した商業資本の排
除の理由にはなりえない。したがって，氏のあげられている第一の側面は，
理由としては不適当であるようにおもわれる。さて，つぎは氏が理由として
あげられている第二の側面であるが，これは資本制的生産様式の根本矛盾の
現象形態すなわちいわゆる市場問題の激化のことである。いわゆる市場問題
(8) 荒川祐吉「第五章独占段階の資本主義商業とその理論（二）」「商業経済論体系」
232ページ。
•、 . ·• ・.―  
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の激化は，商業資本の排除を促迫する一般的背景，客観的条件にはなりえて
も，その根拠にはなりえない。というのは，独占的産業資本全体にとっての
いわゆる市場問題の激化であれば，自立化の効果の発揮しうる可能性のある
大規模商業資本を自立化させ，それに売買を社会的に集中させ，しかも，そ
れを共同利用することによって非独占的産業資本の市場を侵食し，いわゆる
市場問題の根本的解決にならないまでもそれを緩和させる方が，独占的産業
資本自らが売買にあたるよりもいわゆる市場問題の解決にとりいっそう有利
であろう。だから，商業資本の排除が，いわゆる市場問題の激化によって促
迫されるとしても，その排除の理由は独占価格の設定，維持によって生産価
格—費用価格に利潤総量を資本総量で割った観念的な平均利潤を加えたも
の一ーをこえる独占利潤，それも個別的なそれを確保することでなければな
らないようにおもわれる。けだし，すでに簡単にのべたことだが，独占利潤
総量の増大であれば，一定の条件下で独占的産業資本全休が自立した大規模
商業資本全体と協調行動をとることによって実硯可能なことだからである。
また，鈴木武氏は商業資本の排除すなわち独占資本の市場支配の理由とし
て，上述の荒川氏もあげておられるいわゆる市場問題とそのうえに独占利潤
の追求を並列されている。 「独占段階における独占資本による市場支配を必
然的ならしめる要因として，独占資本の成立を契機としてますます深刻化し
ているこのような市場問題を無視するわけにはいかない。しかし；独占資本
による市場支配の根拠をこのような独占段階における市場の制限性だけに求
めるとすれば，重大な誤りをおかすことになる。……独占資本が市場支配の
強い志向をもつより積極的な根拠こそ求められなければならないし，またそ
のことによってのみ，独占資本による市場支配の必然性も明らかになるはず
である。独占資本にとっての唯一無二の目的は，いうまでもなく，独占利潤
(9) 
の追求である」。
(9) 鈴木武「商業と市場の基礎理論」ミネルヴァ書房， 90ページ。
なお，氏は同書にのせられている別の論稿—これはここで引用したものより
年代的には古いものだが一で，ハインリックスたちと同様に，商業資本の排除
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すでに，荒川氏の主張の検討のさいに述べたように，いわゆる市場問題の
激化は商業資本の排除すなわち独占資本の市場支配を促迫する客観的条件と
なりえても，その理由・根拠ではない。その根拠は，氏のあげられる「積極
(10) 
的な根拠」すなわち独占利潤の追求ただひとつである。だから，氏のように
商業資本の排除の理由として 2つのもの一ーこのなかでいわゆる市場問題を
(ll) 
「消極的なもの」とし，独占利潤の追求を積極的なものとして，両者を関連
づけられてはいるが＿をあげられることにはうなずけない。
つぎに，風呂勉氏であるが，氏は商業資本の排除について，必要条件と十
分条件という 2つの条件をあげて説明されている。まず，商業資本の排除の
ための必要条件は， 「独占段階にいたって商品流通の価値的束縛が個別産業
(12) 
資本をして商人依存体制を放棄せしめるほどに激化」したことである。つま
り，いわゆる独占段階になって，個別的独占資本の商品販売の価値的束縛す
なわち他と差別化され個別的に価値実硯をおこなうために，商品販売を社会
化するところの自立した商業資本にはもはや依存できなくなったことであ
る。さて，商業資本の排除のための十分条件は， 「商人依存体制を破棄する
(13) 
ことによって生じうべき流通費用の増大を他に転嫁しうる」ことである。つ
まり，これは自立した商業資本の排除によってもたらされた純粋流通費用の
増大を他者に転嫁しうることである。この十分条件は，独占の支配力を基礎に
して可能となる商業資本の排除のための条件の整備と同じ意味だとすれば，
ここには問題はない。だが，商業資本の排除のための必要条件の説明には十
分納得できないものがのこる。ある個別独占的産業資本は，資本の生産力上
の根拠として商業利潤の奪還をあげられているようである。氏いわく。「商業排除
の過程は独占的産業資本による商業利潤の奪還の過程でしかない」 (162ページ）•°
このような主張に賛同できないことはハインリックスたちの検討のさいにすでに
のべたところであるが，氏自身も後の論稿ではこの種の主張をしりぞけられてい
る。そうであればなおさらに，同書内での主張の一貫性の保持がのぞまれるとこ
ろである。
(10(11) 同上。
(12) 風呂勉「マーケティング・チャネル行動論」千倉書房， 137ページ。
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昇により膨大化した商品の価値実現を他の個別独占的産業資本との市場争奪
・販売競争のなかで，他者よりも短期間でかつ費用節減的に，しかも，生産
価格すなわち商品価値どおりでおこなうことは，重大関心事のひとつである
ことはまちがいなかろう。しかし，この程度の要求であれば，独占的産業資
本との対応において自立化の効果をまだ発揮しうる能力のある大規模商業資
本に商品販売をまかせ，非独占的産業資本の市場を侵食させることにより十
分達成可能である。いやむしろ，もし商業資本の排除によって増大する流通
時間および純粋流通費用を独占的産業資本自らが負担しなければならないと
すれば，このほうが利潤率の上昇に役立つ。だから，商業資本の排除の決定
的理由は，すでに何度も述ぺているように独占価格の設定，維持による独占
利潤の取得でなければならないといわざるをえない。もっとも，独占利潤全
体を高めるためであれば，上述の大規模商業資本全休と独占的産業資本全体
との協調によっても一定程度可能である。だから，独占利潤といっても個別
的独占資本のそれというように限定されている。つまり，個別的独占資本間
の競争のなかで他のものよりも多く独占利澗を入手するために，あるいは自
己よりも強力な他のものが自己の市場に侵略するのを許さず，少なくとも瑕
状を維持するために，自立した商業資本を排除するのである。このように商
業資本の排除には，個別的独占資本間競争のなかで攻撃的意図でなされるば
あいと防衛的意図でなされるばあいの大別して 2つある。いずれにしろ，商
業資本の排除は個別的独占資本間の売買競争のなかで，具体的に進行してき
たものであり，そのなかに個別的独占資本の個別的独占利潤追求・増大化と
いう一本の赤い糸がつらぬかれている。
上記で商業資本の排除の理由にかかわる諸説を批判的に紹介した。そこで
つぎに，本論にもどり論をすすめることにしよう。
以上でみたように，独占的産業資本は自立した商業資本の存立を萬めず，
それを排除し，形態的にはともかく実質的には，自らが直接無媒介に消費者
と対面するようになる。いわゆる自由競争段において一般的・支配的であっ
た自立した商業資本による商品流通の媒介形態を商品の価値実現の社会化，
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集中化とよぶとすれば，この形態は商品の価値実現の個別化，分散化とよぶ
ことができよう。別の言い方をすれば，商品資本の機能すなわち商品の価値
実現形態の産業資本，それも独占的産業資本への還元である。そして，この
商業資本の排除には， 2つの形態がある。独占的産業資本自らによる直接販
売と独占資本・金融資本と商業資本との間にある一般的な「支配・従属関係
(14) 
の個別化」ともいえる既存の商業資本の系列化である。なお，これらのより
立ちいった検討は次稿にておこなう予定である。
商業資本の排除とは，上述のごとく自立した商業資本の存立によって流通
時間およぴ純粋流通費用の節減の可能性があるにもかかわらず，個別的独占
資本の個別的独占利澗の追求にとって商業資本の自立が利益とならないこと
から，いわば外的強制的に自立した商業資本の存立が否定・排除されること
である。 「商業資本それ自体としてはなお存在の基礎を失っているわけでは
ない。それが収縮するのは費用節約以外の原因にもとづく。そこに支配する
のは商業資本を自立化せしめた原理とは全く異質のものである。それはいわ
ば商業資本の他生的収縮である。その意味でこの場合にかぎって商業資本の
排除とよぶことにする。それ自休としてはなお存続すべきはずの商業資本が
(15) 
いわば外部的な原因によって否定されるものだからである」。 したがって，
カルテルやトラストなどの独占の形成そのものによってひきおこされる商業
資本の消滅・死減は，形式的・現象的には商業資本の排除のうちの直接販売
と，商業資本そのものがなくなるという共通性を有するとはいえ，両者は実
質的•本質的には性格の異なるものとして正しく区別されなければならな
い。その理由はこうである。商業資本の死滅は，商業資本として自立化する
基礎である商品資本そのものあるいはその商品資本の運動によっておりなさ
れる商品流通そのものの死減・収縮にもとづくもので，いわば商業資本の自
生的・自然的な死減・消減・収縮である。つまり， 「すでに流通資本が消失
(13) 同上， 140ページ。
(14) 森下二次也，前掲書， 340ベージ。
(15) 同上， 287ページ。
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する以上，その一特殊形態にすぎない商業資本は消減せざるをえない。この
商業資本の収縮は，存在するものが排除されることによってその存在を失う
ことによるのではなく＇，その存在の基礎を失うことによっていわば自減する
(16) 
のである」。 これにたいして，商業資本の排除は商品資本あるいは商品流通
の存在を前提したうえでの独占資本の論理・要求によるいわば商業資本の外
生的・人為的な除去である。
、ところで，ヒルファディングは「カルテル結成は，資本の投下部面として
の商業を排除するであろう。それは商業操作を制約し，その一部分を除去
し，カルテル自身の賃金労働者，販売代理人によって残余の部分が担当され
る。そのさい，既存の商人の一部分がそのような販売代理人にされること
(17) 
は，非常にありうることである」と述べ，商業資本の自生的死減と外生的・
他生的除去をひとしく商業資本の排除として把握されている。だが，商業資
本の排除とよぶにふさわしいものは，ヒルファディングもあげられている独
占的産業資本の直接販売と商業資本の系列化だけである。ヒルファディング
も商業資本の自生的死減と他生的死減・除去を実質的には区別されているの
だから，両者はカテゴリー的にも区別されなければならない。
（三）
一般的には全社会的に独占確立期以降およぴ部分的には独占形成期におい
て，独占力の強い独占的産業資本の商品資本の実硯形態は，基本的にみて，
形式的にはともかく実質的には自立した商資資本の排除による直接無媒介の
ものである。そして，いわゆる自由競争段階において自立した商業資本は産
業資本から切り離され，そのことの故に商品売買の社会的集中化が可能とな
ったわけであるが，いわゆる独占段階における商業資本の排除の可能性は，
この商業資本がもともと産業資本の商品資本の自立化したものであり，した
(16) 同上， 270ページ。
(17) Hilferding, R., a. a. 0., S. 312.，前掲訳， 67~8ページ。
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がって，元来産業資本自らが遂行可能な機能の媒介者であるということのな
かにある。では，この商業資本の排除の可能性を現実性に転化・媒介する矛
盾・起動カ・根拠はなにか。これは，いわゆる独占段階にはいり生産と消費
の不一致・矛盾がいっそう激化し，販売の困難性がいちだんと進行するなか
で，独占全体の利益に反してでも個別独占的産業資本の個別的利益を追い求
め，個別的独占利潤を極大化しようとする個別独占的産業資本の論理・要求
である。いいかえれば，独占的産業資本の個別性追求と自立した商業資本の
社会性追求という両者間の矛盾・対立を動力とする。ところで，この矛盾は
一定の条件なしには発硯しえない。つぎに， この条件について考えてみよ
う。商業資本の排除によって，独占資本主義の腐朽性の一表現ともいえる流
通時間および純粋流通費用の社会的増大が必然化する。 「私的分業にもとづ
く生産方法がなくならないかぎり商業資本自立化の根拠は弱まることはあっ
てもなくなることはない。……そのかぎりでは商業資本の排除は独占段階に
(18) 
おいてもなお流通費用を増大させるものといわなければならない」。 ちなみ
に，これは現実にはいわゆる独占段階において激化した生産と消費の矛盾い
わゆる市場問題の激化の結果ひきおこされる流通時間およ純粋流通費用の増
大とからまって現象する。これらの増大すべてを独占的産業資本自らが負担
しなければならないものとすれば，商資資本の排除などとてもおこらないで
あろう。ところが， 「独占資本が商業資本を排除することによって生じた流
通費用の社会的増大は，一定の限度内では当該独占資本によってすこしも負
(19) 
担されないのである」。 それでは，独占的産業資本はこの種の問題をどのよ
うに解決するのであろうか。独占形成そのもののなかに，すでにその解決の
方策が用意されてる。つまり，その解決は独占資本がその独占力を基礎にし
て設定する独占価格のなかに名目的に価格追加し，他者たとえば個人的消費
者，非独占資本，小商品生産者，小商人などにその負担を転嫁することによ
って達成される。社会的に増加した純粋流通費用部分は，独占資本の「独占
(18) 森下二次也，前掲書， 305ページ。
(19) 同上， 312ページ。
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価格の構成部分となる。しかしそれは独占価格のうち生産価格に相当する部
分にはいりこんで平均利潤に相当する部分からの控除をなすわけではない。
流通費用は生産価格の外部に，それを超える部分としてつけ加えられるので
(20) 
ある」。以上が，商業資本の排除のための条件である。
このように商業資本の排除によって純粋流通費用は増大化するのである
が，この点に関説してヒルファディングはつぎのように述べられている。
「独占的結合は，自立的商業の排除をひきおこす。それは商業操作の一部分
(21) 
を全く余計なものとし，残余に要する空費を減少させる」。「全過程の結果は
商業資本の縮減である。しかし，資本が減らされれば，それだけまた，われ
われの知っているように産業利潤から控除されてその資本に分与される利澗
(22) 
も減らされる。商業資本の減少は，室費の減少である」。 このヒルファディ
ングの主張にたいして森下氏はつぎのように批評されている。 「商業資本の
排除と社会的流通費用との関係はきわめて複雑であるが，しかし，商業資本
の排除はそのまま社会的流通費用の節約をもたらす，といえないことだけは
(23) (24) 
確かなように思われる」。 なお，風呂氏も森下氏と同趣旨の批評をされてい
る。
だが，この種の批評は一面的であるようにおもわれる。そのわけはこうで
(20) 同上， 314~5ページ。
(21) Hilfering, R., a. a. 0., S. 314.，前掲訳， 70ページ。ちなみに，橋本氏もこの
ヒルファディングの主張とほぼ同様の理解を示されているようにおもわれる。
「中間商人を排除することによって中間経費を節減し，流通マージンを収奪でき
る」（前掲書 136ページ）。
(22) Ebenda, SS. 315,~6.，同上訳， 74ページ。
(23) 森下二次也，前掲書， 305ページ。
(24) 風呂氏もつぎのようにいわれている。「R.ヒルファディングは，産業における
独占的諸結合が独立の商人を排除するという事実を指摘し，そこから「商業資本
の排除」→「流通空費の縮減」→「産業利潤の増大」という定式を打ちだした。
果して流通空費の縮減は商業資本の排除によって招来されうるであろうか。もし
招来されうるとすればそれはどのような条件によるものであるのか」（前掲論文，
196---7ページ）。
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ある。独占的結合のうち，たとえば垂直的結合のばあい，そこでは従来連続
する過程を個々に分け，その一部分を独立して担当していた個々の資本相互
間に売買関係が存在していたが，それが消失し，その結果商業操作，一般的
にいえば売買操作が最初と最後ではもちろん必要だが，中間段階では全く不
必要になる。したがって，中間段階では自立した商業資本の存立の可能性す
らなく，当然のこととして商業資本は死減・消失する。また，水平的結合の
ばあい，そこでは，従来個々の資本は独自で分散的な売買を行なっており，
したがって，個々の資本相互間には売買関係はなかった。ところが，水平的
結合により1個々分散的であった売買が結合・集中される結果，結合する前の
個々分散的な売買のばあいよりもこの方が流通時間およぴ純粋流通費用節減
的となる。上記にみた中間段階における売買そのものの消失およぴ売買その
ものの存続を前提したうえでの売買操作の集中による節減を基礎とする二様
の商業資本の縮減・収縮は自生的なもので，いわば商業資本の死減というべ
きものである。そして，もちろんこれは流通時間および純粋流通費用の縮減
をもたらす。ところが，垂直的，水平的結合の形態をとる独占的結合体とい
えども，私的資本制的所有を前提としているかぎり，商品の売買そのものか
らの自由を局部的には獲得できても全面的には不可能である。だから，自ら
の死活のために，この売買をなんらかの形態で遂行しなければならないが，
いわゆる自由競争段階とことなり，これを社会的に自立・独立する能力のそ
なわっている大規模商業資本に集中的に担当させずに，独占的結合体が独占
利潤獲得のために自ら個別分散的に担当するようになる。これが，すでに何
度も説いたように商業資本の外生的除去すなわち商業資本の排除の意味内容
である。そして，もちろん，この商業資本の排除によって社会的に流通時間
および純粋流通費用は増大する。
これにたいして，ヒルファディングは商業資本の自生的消減にもとづく空
費の縮減の側面のみに注目され，商業資本の排除にもとづく空費の増大とい
う逆の側面を見おとされている。批判されるべきは後者の側面を見おとされ
ている点である。なお，ヒルファディングは商業資本の排除によって空費は
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直線的に縮減するものと把握していたとされる森下氏の解釈は，ヒルファデ
ィングが商業資本の自生的消減と商業資本の外生的・人為的除去，森下氏お
よびわたくしのいう商業資本の排除を概念的に区別することなくひとまとめ
にとらえられている点を見おとされたことに起因するようにおもわれる。
（四）
上述のごとく独占資本主義の商品流通の形態は，商業資本の排除によって
独占的産業資本が実質的にみて直接無媒介に行なうものが主流をなす。とは
いえ，独占的産業資本の商品販売に独立した商業資本が全く介在しないかと
いえばそうではない。上述のごとく一定の条件下すなわち商業資本の排除が
一般的・支配的でない時期あるいは部門では，大規模商業資本も一定の役割
を果たす。それは産業部門間の不均等発展の結果，全社会的に独占形成，確
立が時期的に相逮するのみならずその速度もまちまちであることに基づく。
それだけではない。商業資本の排除が一般的・支配的な時期あるいは部門で
も局部的に大規模商業資本の介在を許すことがある。なぜならば，独占的産，
業資本によって生産される膨大な商品の価値実現は，独占的産業資本自らが
形式的にはともかく実質的には直接無媒介の形態で遂行するのが主流をなす
とはいえ，それだけではとうてい完遂できないからである。なお，付言すれ
ば， この大規模商業資本は独立・自立性を保持した商業資本である。だか
ら，この大規模商業資本にたいして独占的産業資本全体の入手する独占利潤
のなかから一定の高利潤が分与されることはいうまでもない。しかも，大規
模商業資本が一定の条件下で自由競争制限的な行動をとるようになり独占的
商業資本に転化するにつれて，この形態利用は独占的産業資本の運動にとり
ますます重要性をおぴてくる。だが，このたちいった検討はなおのちの課題
である。
さて最後に，非独占的産業資本の商品価値の実硯について少し考えてみよ
う。非独占的産業資本の商品流通をその規模にふさわしい中小商業資本が自
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立して社会的集中的に媒介すれば，これは非独占的産業資本全体の流通時間
およぴ純粋流通費用の節減に役立つ。その結果，商品流通の媒介機能すなわ
ち価値実現の機能を根拠にして中小商業資本にも平等に分与される非独占的
利潤総量が増大する。そして，中小商業資本が受け取る商業利潤は非独占的
平均利潤である。 「非独占資本のうけとる商業利潤はもちろん非独占利潤に
よって規定されるものといいうる。というよりも非独占商業資本も加わって
(25) 
この非独占利潤が成立するものと考えなければならない」。 これは非独占的
産業資本全休にたいして独立・自立した商業資本であり，しかも，この領域
に限って自立している。もちろん，非独占的産業資本は独占的産業資本と同
様，商業資本を排除して独占価格を設定，維持しようとする個別的願望をも
っているであろうが，自己の客観的力量がその実硯を許さないのである。
また，非独占的産業資本に大規模商業資本が対応するばあいにも，大規模
商業資本が支店を設置することなどにより費用節約の一定の効果は期待でき
る。ところが，これによってえた利益は，上記の中小商業資本との対応関係
のばあいと異なり，ほとんどすべて大規模商業資本が吸い上げてしまう。そ
れにとどまらず，大規模商業資本はその大規模性を基礎に，信用供与をてこ
にして非独占的産業資本を収奪の対象にする。したがって，両者の関係はも
はや対等平等の関係とはいえず，支配と被支配の関係である。つまり， 「カ
ルテル化された産業の優勢と対照をなすものは，まだカルテル結成能力のな
い産業における小規模製造業者の資本力の強い商人への依存であり，この依
(26) 
存は，信用供与によってその度合が高められるときに強圧的となる」。
以上において，独占資本主義における商品流通の媒介形態について独占的
産業資本による商業資本の排除を中心にすえて一般理論的・基礎理論的な考
察をこころみた。そこでつぎに，これをふまえ，独占的産業資本による直接
販売と商業資本の系列化についてよりたちいって考察しなければならない。
だが，これは次稿の課題である。
(25) 森下二次也，前掲書， 338ページ。
(26) Hilferding, R., a. a. 0., SS. 323~4.，前掲訳， 82ページ。
